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白梅学園大学・白梅学園短期大学（以下「本学」という。）「研究費の運営・管理に関

する規程」第１４条に基づき、本学における科学研究費補助金等の公的資金（文部科学省

大学改革推進等補助金などの公的資金による教育・研究活動支援事業費等を含む。以下「公

的資金」という。）を適正に運営・管理し、不正使用を防止するため、次のとおり不正防

止計画を策定する。 

なお、本不正防止計画は、不正の発生により本学及び本学教職員が受ける各種リスクを

未然に防止し、本学教員が研究の円滑な推進という本来の目的に専念できるようにするた

め、不正を誘発する要因を除去し、十分な抑止機能を備えた環境・体制の構築を図るもの

である。 

 

１．機関内の責任体系の明確化 

不正発生要因 具体的防止計画 

明確化した公的資金の責任者とその責任半 

囲・権限について、 

① 人事異動等による責任者の交代により後

任者が十分な認識を有していない。 

② 時間の経過により学内での認識が低下す

る。 

①責任者の交代時においては、十分な引継ぎ

を行うとともに、担当部署による説明を行

う。 

②大学で定めた公的資金の責任者とその責

任範囲・権限についてホームページで公開

し常に学内外に周知する。 

 

２．適正な運営・管理の基礎となる環境の整備 

不正発生要因 具体的防止計画 

研究費の使用ルールとその運用が乖離する。 ・誰でも常にルール等を確認できるように、

マニュアル等をホームページに掲載する。 

・使用ルールとその運用に乖離がある場合

は、適切な指導を行うとともに、原因を分 

析した上で必要に応じてルール変更等も

含めた対策を講じる。 



使用ルールについて誤った運用が行われる。 ・ルールのマニュアル化により適切なルール

の運用を促進する。 

・使用ルールについて研究者等に疑問が生じ

た場合には、設置した相談窓口において対

応することにより誤った運用を事前に防

止する。 

 

３．研究費の適正な運営・管理活動 

不正発生要因 具体的防止計画 

予算執行状況が適切に把握できず、年度末に

予算執行が集中する等の事態が発生する。 

「公的研究費の予算執行状況調査」を定期的 

に実施し予算執行状況を把握するとともに、

計画との大幅な乖離等がある場合は是正の

指導をすることにより年間を通じたバラン

スある予算執行を実現する。 

カラ出張、旅行日程の水増し、日程の捏造、

航空券の不当取扱い等の不正が発生する。 

・出張する研究者に出張申請書を提出させ、

命令権者が旅行の内容、出張先、相手方、

出張期間、支給旅費及びこれらの関連等を

精査する。また、出張申請書が提出されな

い場合は旅行命令等を発しない。 

・命令による出張を完了した研究者には出張

報告書を提出させ、命令権者が出張申請書

や他の提出資料等との関係を点検、確認す

る。なお、用務を達成したことを証明する

資料等が添付されていない等の不備があ

る場合は不備の是正を求める。 

非常勤雇用者、アルバイトの出勤簿等の改ざ

ん、カラ雇用等が発生する。 

・非常勤雇用者の勤務実態を把握するため担

当事務職員が不定期に非常勤雇用者の執

務場所に赴き、勤務確認を行う。 

・出勤表に勤務時間、業務内容等を自筆で記

入させることにより厳格なチェックを行

う。 

・担当教員等は、非常勤雇用者に、日々の業

務内容について出勤簿に具体的かつ簡潔

に記述させ、確認の上押印又はサインす



る。担当事務職員は、支払処理の際、出勤

簿の時間と合わせて、業務内容についても

確認する。 

納品検査を行う職員の役割等が不明確とな

り納品の事実が確認できず、架空納品により

業者への預け金が発生する。 

整備した新たな納品検収体制に基づき、随時

担当事務職員が納品検収を行う。なお、不正

な取引に関与した業者に対しては取引停止

等の処分を行う。 

教職員と業者の関係が不正な取引に発展す

る恐れがある。 

・取引業者に不正防止の取組みについて周知

徹底し、一定の頻度・金額の取引がある業

者には誓約書の提出を求める。 

・不正取引に関与した業者については、今後

の取引停止等の措置を講じることをホー

ムページ等で周知する。 

・不正使用を行なった教職員については、就

業規則第31条に基づき厳正な対応を行な

うことや、科学研究費補助金等の返還・応

募資格の停止の措置が生じることの周知

徹底を図る。 

 

４．情報の伝達を確保する体制の確立 

不正発生要因 具体的防止計画 

不正使用に関する通報（告発）窓口及び通報

者の保護体制の周知が不徹底 

通報窓口をホームページ等で周知し、不正の

抑制・牽制、リスクの早期発見を図る。 

行動規範や使用ルールに関する理解が不足

する。 

・公的資金等のルールや遵守すべき行動規範

等に対する教職員の認識状況を把握し、理

解度が十分でない場合は、説明会や研修会

による啓蒙活動を強化する等の対策を講

じる。 

・行動規範のポスター等を学内に掲示するこ

とにより、その浸透に努める。 

 

５．不正防止計画の見直し 

今後も継続して不正を発生させる要因の把握とその検証を進めるとともに、文部科学省 

等からの情報提供や他の研究機関における対応等を参考にしつつ、不断の見直しを行う。 


